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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第32期

会計期間

自　平成20年
　　５月１日
至　平成20年
　　７月31日

自　平成19年
　　５月１日
至　平成20年
　　４月30日

売上高 (千円) 48,161,881185,857,281

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △414,5698,138,041

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △680,1443,410,209

純資産額 (千円) 29,458,96331,093,807

総資産額 (千円) 85,327,75490,599,635

１株当たり純資産額 (円) 2,186.482,307.84

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △50.49 253.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 34.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,865,027△1,101,844

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △249,976△3,108,027

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △770,378△1,345,952

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 16,908,22522,793,608

従業員数 (名) 6,525 6,324

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第33期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年７月31日現在

従業員数(名) 6,525

(注)　従業員数は就業人員（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含む。）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年７月31日現在

従業員数(名) 5,328

(注)　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、パートタイマー及び

嘱託契約の従業員を含む。）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び売上の状況】

　

(1) 受注実績
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

(千円)

建設事業 42,009,528

　

(2) 売上実績
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

(千円)

建設事業 28,448,518

不動産賃貸事業 18,944,748

リゾート事業 541,254

その他の事業 227,360

合計 48,161,881

(注) １　当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について 

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が

大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多

くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりとなります。

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事別

期首繰越

工事高

(千円)

期中受注

工事高

(千円)

計

(千円)

期中完成

工事高

(千円)

期末繰越工事高

期中施工高

(千円)手持工事高

(千円)

手持工事高

のうち

施工高

(％)

手持工事高

のうち

施工高

(千円)

当第１四半期

会計期間

(自　平成20年５月１日

 至　平成20年７月31日)

建築 153,723,79038,692,924192,416,715

25,436,323

167,036,3284.5 7,529,92528,563,507

(25,380,386)

前事業年度

(自　平成19年５月１日

 至　平成20年４月30日)

建築 119,449,506151,561,797271,011,303

117,446,843

153,723,7902.9 4,402,741118,051,291

(117,287,513)

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその

増減を含めております。

２　期中完成工事高の(　)内の数値は、受取設計料を除いた場合の金額を示しております。

３　期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

４　期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高＋前期繰越施工高)に一致しております。

５　上記金額は、すべて建築請負契約高であり、消費税等は含まれておりません。

　

②　完成工事高及び手持工事高

建物種別の完成工事高及び手持工事高は、次のとおりであります。

　

項目

当第１四半期会計期間
(自　平成20年５月１日　　至　平成20年７月31日)

完成工事高 手持工事高

金額(千円) 比率(％) 金額(千円) 比率(％)

賃貸マンション 4,950,104 19.4 31,437,024 18.8

アパート 19,255,502 75.7 123,080,830 73.7

個人住宅 47,395 0.2 453,449 0.3

店舗マンション 939,193 3.7 10,552,372 6.3

貸店舗 46,980 0.2 1,054,720 0.7

その他 197,147 0.8 382,413 0.2

合計 25,436,323 100.0 166,960,808 100.0

(注) １　工事は、官公庁に対するものはなく全て民間に対するものであります。入札工事はなく全て特命工事でありま

す。 

２　完成工事総額に対する割合が100分の１以上の相手先はありません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　兼業事業等売上高

　

項目

当第１四半期会計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年７月31日)

金額(千円) 比率(％)

賃貸物件の仲介料収入 564,353 16.5

賃貸物件の管理料収入 73,989 2.2

退去補修工事売上 510,617 15.0

リフォーム工事売上 622,832 18.2

業務受託料収入 791,970 23.2

その他 850,156 24.9

合計 3,413,918 100.0

(注) １　賃貸物件の管理料収入のうち各保証システムに係る管理手数料収入は、次のとおりであります。

　　　当第１四半期会計期間　37,505千円

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

以下に記載した将来に関する見通しは、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

　

(1) 業績の概況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題による金融市場の

混乱やエネルギー・原材料価格が一段と上昇したことで、企業収益及び個人消費に影響を及ぼす等、景気

に対する不透明感が増す結果となりました。

　建設業界におきましては、建築基準法の改正による混乱は落ち着きを見せてきたものの、鋼材及び建築

資材の高騰により、依然として厳しい状況下で推移致しました。

　このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、主力の当社単

独における賃貸建物の完成工事高が、季節的変動要因により他の四半期連結会計期間に比べて少ないも

のの、期初の計画に対して概ね順調に推移しており、この結果、売上高は481億６千１百万円（計画では

469億８千万円）となりました。利益面におきましては、営業損失７億２千６百万円（計画では営業損失

12億９千６百万円）、経常損失４億１千４百万円（計画では経常損失９億円）、四半期純損失６億８千万

円（計画では四半期純損失９億２千９百万円）となりました。

　なお、事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであり、各セグメントの営業利益は、配賦不能営業費

用の配賦前の数値であります。

　

（建設事業）

建設事業における完成工事高は、予定工期を概ね順調に消化することができました。利益面において

は、鋼材、建築資材の高騰の影響を受けたものの、期初の見通しを上回って着地しております。この結果、

建設事業における売上高は284億４千８百万円、営業利益は３億８千４百万円となりました。しかしなが

ら、連結子会社２社の売上高及び利益面では、予定を下回って推移しております。

　また、当社単独における受注高につきましては、386億９千２百万円となりました。

　

（不動産賃貸事業）

平成19年９月よりサブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）の導入により入居者様からの家

賃収入があらたに計上されたこと、及び管理物件の増加により、不動産賃貸事業の売上高は前年同期を大

きく上回りました。この結果、不動産賃貸事業における売上高は189億４千４百万円、営業利益４億３千４

百万円となりました。

　

（リゾート事業）

「東建多度カントリークラブ・名古屋」及び「東建塩河カントリー倶楽部」における入場者数の確保

も順調に推移しております。また、両ゴルフ場では、今秋からゴルフ会員権の販売を予定しており、これら

の準備も順調に進捗しております。この結果、リゾート事業における売上高は５億４千１百万円、営業損

失１千万円となりました。

　

（その他の事業）

広告代理店業及び旅行代理店業におきましても、概ね予定どおり推移しており、その他の事業における

売上高は２億２千７百万円、営業損失は９百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、「現金及び現金同等物の期首残

高」227億９千３百万円から営業活動により48億６千５百万円の支出、投資活動により２億４千９百万円

の支出、財務活動により７億７千万円の支出があったことから、「現金及び現金同等物の四半期末残高」

は期首残高より58億８千５百万円減少して、169億８百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローにおける主な支出は、完成工事高の減少に伴う「仕入債務の減少

額」33億５千１百万円、及び「法人税等の支払額」26億８千７百万円であります。これにより、営業活動

におけるキャッシュ・フローは48億６千５百万円の支出となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにおきましては、「投資有価証券の償還による収入」５億円があっ

たものの、施主に対する建設資金の貸付けによる「貸付けによる支出」４億６千４百万円、及び当社にお

ける事業所設置等による「有形固定資産の取得による支出」２億７千６百万円により、投資活動による

キャッシュ・フローは２億４千９百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、「配当金の支払額」の支出によるもののみとなり、７億７千万

円の支出となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの事業上及び財産上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,00013,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
（各市場第１部）

―

計 13,472,00013,472,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月29日(注) ― 13,472,000900,0004,800,000△900,000 16,500

(注)　資本金準備金の資本組入

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ㈱から大量保有報告書

の変更報告書№５(報告義務発生日平成20年７月28日付)の提出があり、平成20年７月28日現在で以下の

とおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社

として実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ㈱

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 427,640 3.2
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載又は記録の内容が確認で

きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年４月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。

① 【発行済株式】

平成20年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　　1,480

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,470,330　　　　　1,347,003 ―

単元未満株式 普通株式　　　　190 ― ―

発行済株式総数 　　　　 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　1,347,003 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の「株式欄」には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれておりますが、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個を含めておりません。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション
株式会社

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

1,480 ― 1,480 0.0

計 ― 1,480 ― 1,480 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
５月 ６月 ７月

最高(円) 4,2905,0005,070

最低(円) 3,3603,8204,210

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平成20年７月31日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年５月１

日から平成20年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成20年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,539,514 24,424,220

受取手形・完成工事未収入金等 6,757,100 7,874,725

有価証券 1,001,303 －

未成工事支出金 6,228,763 3,760,259

その他のたな卸資産 ※１
 2,413,270

※１
 2,556,569

その他 3,283,563 3,801,529

貸倒引当金 △102,758 △105,050

流動資産合計 38,120,758 42,312,253

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※２
 14,613,237

※２
 14,692,939

土地 15,020,246 15,015,627

その他（純額） ※２
 6,673,061

※２
 6,826,001

有形固定資産合計 36,306,545 36,534,568

無形固定資産 2,478,959 2,481,764

投資その他の資産

その他 8,770,916 9,612,881

貸倒引当金 △349,424 △341,833

投資その他の資産合計 8,421,492 9,271,048

固定資産合計 47,206,996 48,287,381

資産合計 85,327,754 90,599,635
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成20年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 22,909,666 26,261,520

未払法人税等 89,391 2,762,861

未成工事受入金 7,441,457 4,193,752

賞与引当金 747,199 1,789,482

役員賞与引当金 21,850 87,400

完成工事補償引当金 121,770 117,760

空室等保証引当金 46,000 49,000

返済金保証引当金 1,819 1,438

その他 7,990,611 8,028,084

流動負債合計 39,369,765 43,291,297

固定負債

役員退職慰労引当金 519,898 520,396

退職給付引当金 1,115,650 1,068,690

長期預り保証金 14,148,033 13,850,659

その他 715,443 774,783

固定負債合計 16,499,025 16,214,530

負債合計 55,868,791 59,505,827

純資産の部

株主資本

資本金 4,800,000 3,900,000

資本剰余金 16,500 916,500

利益剰余金 24,559,194 26,182,274

自己株式 △2,307 △2,307

株主資本合計 29,373,387 30,996,467

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 79,576 91,340

評価・換算差額等合計 79,576 91,340

少数株主持分 6,000 6,000

純資産合計 29,458,963 31,093,807

負債純資産合計 85,327,754 90,599,635
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成20年７月31日)

売上高

完成工事高 28,448,518

兼業事業売上高 19,713,362

売上高合計 ※
 48,161,881

売上原価

完成工事原価 19,231,495

兼業事業売上原価 18,792,061

売上原価合計 38,023,557

売上総利益

完成工事総利益 9,217,022

兼業事業総利益 921,300

売上総利益合計 10,138,323

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 5,358,298

賞与引当金繰入額 507,199

役員賞与引当金繰入額 21,850

役員退職慰労引当金繰入額 3,190

貸倒引当金繰入額 14,865

返済金保証引当金繰入額 4,550

その他 4,954,481

販売費及び一般管理費合計 10,864,436

営業損失（△） △726,112

営業外収益

受取利息 38,752

保険代理店収入 100,744

負ののれん償却額 131,848

その他 89,729

営業外収益合計 361,074

営業外費用

クレーム損害金 32,653

その他 16,878

営業外費用合計 49,531

経常損失（△） △414,569

特別利益

賞与引当金戻入額 70,339

その他 11,004

特別利益合計 81,344

特別損失

固定資産除却損 37,241

臨時償却費 72,820

その他 34,656

特別損失合計 144,717

税金等調整前四半期純損失（△） △477,943

法人税、住民税及び事業税 75,455

法人税等調整額 126,745

法人税等合計 202,200

四半期純損失（△） △680,144
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成20年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △477,943

減価償却費 633,319

臨時償却費 72,820

負ののれん償却額 △131,848

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,042,282

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46,959

受取利息及び受取配当金 △41,215

固定資産除却損 37,241

売上債権の増減額（△は増加） 1,117,624

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,325,205

仕入債務の増減額（△は減少） △3,351,853

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,247,704

未払金の増減額（△は減少） △529,755

長期預り保証金の増減額（△は減少） 297,373

その他 229,209

小計 △2,217,849

利息及び配当金の受取額 40,512

法人税等の支払額 △2,687,689

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,865,027

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △464,673

貸付金の回収による収入 182,194

有形固定資産の取得による支出 △276,557

無形固定資産の取得による支出 △153,863

投資有価証券の償還による収入 500,000

差入保証金の差入による支出 △60,614

差入保証金の回収による収入 47,313

その他 △23,775

投資活動によるキャッシュ・フロー △249,976

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △770,378

財務活動によるキャッシュ・フロー △770,378

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,885,382

現金及び現金同等物の期首残高 22,793,608

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,908,225
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

会計処理基準に関する事項の

変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　「未成工事支出金」は、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、個別法による原価法（収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　また、「その他のたな卸資産」は、従来、提出会社は最終仕入原価法による原価

法、子会社は主として総平均法又は移動平均法による原価法によっておりました

が、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、提出会社は最終仕

入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、子会社は主

として総平均法又は移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　これにより評価損293,434千円を「完成工事原価」に計上しており、営業損失、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ同額増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

１　たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の「その他のたな卸資産」の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を一部省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

　

　

　

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　当社グループは、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を

見直しした結果、当第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を一部変更しております。

　なお、この変更による影響額は軽微であり、セグメント情報に与える影響の記載は省略しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末
(平成20年４月30日)

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま

す。

商品及び製品 　　　　　　　　 965,244千円

仕掛品　　　　　　　　　　　　433,931

原材料及び貯蔵品　　　　　　1,014,095

 

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま

す。

商品及び製品　　　　　　　　　857,555千円

仕掛品　　　　　　　　　　　　642,873

原材料及び貯蔵品　　　　　　1,056,139

 

※２　有形固定資産減価償却累計額 　13,412,660千円

 

※２　有形固定資産減価償却累計額　 12,925,016千円

 

　３　保証債務

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

高木正平　　　　　　　　　　　 58,059千円

高尾美恵子　　　　　　　　　　 55,678

その他128名　　　　　　　　　 141,341　  

計　　　　　　　　　　　　 　 255,078

　３　保証債務

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

高木正平　　　　　　　　　　　 58,623千円

高尾美恵子　　　　　　　　　　 56,169

その他130名　　　　　　　　　 143,655

 計　　　　　　　　　　　 　　258,448

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日 
 至　平成20年７月31日)

※　　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、

第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大

きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の

四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多く

なるといった季節的変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日 
 至　平成20年７月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,539,514千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
△1,631,288

現金及び現金同等物 16,908,225
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成20年７月31日）

普通株式(株) 13,472,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成20年７月31日）

普通株式(株) 1,484

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年７月29日
定時株主総会

普通株式 942,936 70平成20年４月30日 平成20年７月30日 利益剰余金

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

平成20年７月29日開催の第32回定時株主総会の決議に基づき、平成20年７月29日付で資本準備金の

うち900,000千円を資本金に組入れしております。この結果、当第１四半期連結会計期間末において資

本金は4,800,000千円となり、資本剰余金は16,500千円となりました。

　

　

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

19/23



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

建設事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

リゾート
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
28,448,51818,944,748541,254227,36048,161,881― 48,161,881

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
1,141 303,02821,275613,788939,234(939,234)―

計 28,449,66019,247,777562,529841,14849,101,115(939,234)48,161,881

営業利益又は営業損失(△) 384,264434,893△10,587△9,227 799,342(1,525,455)△726,112

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業

リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業

その他の事業：総合広告代理店業及び旅行代理店業

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しており

ます。

これにより、当第１四半期連結会計期間における営業利益は「建設事業」が293,434千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年７月31日)

前連結会計年度末
(平成20年４月30日)

１株当たり純資産額 2,186円48銭１株当たり純資産額 2,307円84銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第１四半期
連結会計期間末

  (平成20年７月31日)

前連結会計年度末
  (平成20年４月30日)

純資産の部の合計額(千円) 29,458,963 31,093,807

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 6,000 6,000

(うち少数株主持分)(千円) (6,000) (6,000)

普通株式に係る四半期末の純資産額(千円) 29,452,963 31,087,807

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
の普通株式の数(株)

13,470,516 13,470,516

　

２　１株当たり四半期純損失等

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日 
 至　平成20年７月31日)

１株当たり四半期純損失 50円49銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日 
 至　平成20年７月31日)

四半期純損失(千円) 680,144

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 680,144

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,516

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年９月12日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

監 査 法 人　ト ー マ ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　水　　野　　信　　勝　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　淺　　井　　孝　　孔　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

建コーポレーション株式会社の平成２０年５月１日から平成２１年４月３０日までの連結会計年度の第１四

半期連結累計期間（平成２０年５月１日から平成２０年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会

社の平成２０年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し四

半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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